次世代産業団地整備基本計画策定等業務委託
[bookmark: _GoBack]様式１１

守　秘　義　務　誓　約　書

年　　月　　日　
　矢板市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社等の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印


[bookmark: _Hlk26882577]次世代産業団地整備基本計画策定等業務委託に関連して、矢板市（以下「甲」という。）から　≪会社等の名称を記入≫　（以下「乙」といい、甲乙を総称して「当事者」という。）に、開示される資料その他情報（以下「本件目的」という。）の取扱いについて、次のとおり守秘義務を果たすことを誓約します。

（秘密情報等）
第１条　本誓約において「秘密情報」とは、次の各号に定める情報を意味する。
[bookmark: _Hlk124341857][bookmark: _Hlk124341867]⑴　本件目的に関連して、本誓約提出の前後にかかわらず、また、文書、電磁的記録、口頭その他方法を問わず、甲から開示された有形無形の一切の情報（文書・図面等の書面等、電磁媒体、電子媒体、サンプル品、試料等を含むが、これらに限定されない。）。
[bookmark: _Hlk110533184]⑵　本誓約の存在及び内容、並びに本件目的に関する協議・交渉の存在及びその内容。
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は、秘密情報には含まれないものとする。
⑴　情報の開示時点において既に公知であった情報及び情報の開示後に乙の責によらずに公知となった情報。
⑵　情報の開示時点において乙が守秘義務を負うことなく既に保有していた情報。
⑶　正当な権利を有する第三者から守秘義務を負うことなく適法に知得した情報。
⑷　甲から開示を受けた秘密情報を利用することなく、独自に開発し知得した情報。

（秘密情報の取扱い）
第２条　乙は、秘密情報を秘密として取り扱い、甲の事前の書面による承諾を得た場合を除き、秘密情報を第三者に開示、公表又は漏洩等をしてはならない。
２　乙は、善良なる管理者の注意をもって秘密情報を管理するものとする。

（第三者への開示）
第３条　前条第１項の規定にかかわらず、乙は、法令若しくは金融商品取引所等の自主規制団体等の規則（以下「法令等」という。）に基づき開示が義務付けられた場合又は法令等に基づき、裁判所、行政機関その他の公的機関若しくは金融商品取引所その他の自主規制機関から、秘密情報の開示を要請された場合、速やかに、開示命令等を受けた旨を甲に通知の上、必要最小限の範囲において当該開示を行うことができるものとする。
[bookmark: _Hlk34118654]２　前条第１項の規定にかかわらず、乙は、本件目的を遂行するために秘密情報を知る必要がある①自己の役員及び従業員、②自己の親会社（会社法第２条第４号に定義する意味を有する。以下同じ。）、子会社（会社法第２条第３号に定義する意味を有する。）又は親会社を共通とする会社の役員及び従業員、並びに③弁護士、会計士及び税理士等法律上秘密保持義務を負う専門家に対して秘密情報を開示することができる。乙が、甲の事前の書面による承諾を得て又は本項に基づき秘密情報を開示する場合には、乙は、当該秘密情報の開示先に対し、当該秘密情報に関して本誓約に基づき乙が負う義務と同等の秘密保持義務を課し（法律上秘密保持義務を負う専門家に開示する場合を除く。）、当該秘密情報の開示先をしてかかる義務（法律上秘密保持義務を負う専門家については法律上の義務）を遵守させるとともに、当該開示先による秘密情報の開示又は使用については乙自らの行為と同様に甲に対して直接責任を負う。

（禁止事項）
第４条　乙は、秘密情報を本件目的にのみ使用し、その他の目的に一切使用してはならない。
２　乙は、複写機による複写又は電磁的記録媒体による複製等（以下「複写複製等」という。）の方式を問わず、本件目的に合理的に必要な範囲を超えて秘密情報の複写複製等を行ってはならない。なお、複写複製等された秘密情報は、本誓約に定める秘密情報として取り扱われるものとする。

（譲渡制限）
第５条　当事者は、相手方の事前の書面による承諾なしに、本誓約に基づく自己の地位及び権利義務の全部又は一部を第三者に譲渡、承継、担保設定その他の方法により処分してはならない。

（秘密情報の帰属）
[bookmark: _Hlk125021597]第６条　当事者が別途合意をしない限り、本誓約に基づき甲から乙に開示された秘密情報に関する一切の権利は全て甲に帰属するものとする。

（秘密情報の返還等）
第７条　乙は、甲から本誓約に基づき開示された秘密情報につき、自己の責任において散逸及び漏洩なきよう厳重に管理するとともに、本誓約が終了する場合又は本誓約の有効期間中において甲から要求された場合、当該秘密情報を速やかに甲へ返却又は指示に従い破棄するものとする。なお、乙の社内文書に記載された秘密情報及び電磁的情報記録システムに記録された秘密情報のうち、法令等遵守のために保管が必要なもの又は電磁的な消去の措置が不能なものについては、乙は、当該秘密情報について、引き続き本誓約に基づく守秘義務を負うことを条件として当該秘密情報を保管することができるものとする。

（反社会的勢力の排除）
第８条　当事者は、相手方又はその開示先（以下総称して「相手方等」という。）が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者をいう。以下同じ。）に該当し、又は反社会的勢力と以下の各号の一にでも該当する関係を有することが判明した場合には、何らの催告を要せずして、直ちに本誓約及び本誓約に関連する当事者間の全ての契約の全部又は一部（以下「本誓約等」という。）を解除することができる。
⑴　反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき
⑵　反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき
⑶　自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、不当に反社会的勢力を利用していると認められるとき
⑷　反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められるとき
⑸　その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき
２　当事者は、相手方等が自ら又は第三者を利用して以下の各号の一にでも該当する行為をした場合には、何らの催告を要せずして、直ちに本誓約等を解除することができる。
⑴　暴力的な要求行為
⑵　法的な責任を超えた不当な要求行為
⑶　取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
⑷　風説を流布し、偽計若しくは威力を用いて他の当事者の信用を毀損し、又は他の当事者の業務を妨害する行為
⑸　その他前各号に準ずる行為
３　当事者は、反社会的勢力から不当要求、業務妨害等の不当介入を受けた場合は、これを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに不当介入の事実を相手方に報告し、相手方による捜査機関への通報に必要な協力を行うものとする。
４　当事者は、相手方が前項に違反した場合は、何らの催告を要せずして、本誓約等を解除できるものとする。
５　当事者は、本条各項の規定により本誓約等を解除した場合は、他の当事者に損害等（第９条第１項に定義する意味を有する。以下同じ。）が生じても何らこれを賠償及び補償することを要しないほか、本誓約等の解除により生じた損害等の賠償を当該相手方に請求できるものとする。

（損害賠償及び差止）
[bookmark: _Hlk36478124]第９条　当事者は、本誓約に基づく自己の義務に違反した場合、当該違反に起因又は関連して相手方に生じた相当因果関係の範囲内の損害、損失及び費用（合理的な範囲内における弁護士費用を含み、以下「損害等」という。）を賠償しなければならない。
２　乙は、①本誓約に基づく自己の義務に違反した場合、又は②秘密情報の漏洩若しくはそのおそれが発生した場合、直ちに、甲に当該事実を通知するものとする。
３　前項に定める場合、甲は乙に対し、秘密情報の使用の差止請求をすることができる。本項に基づく甲による権利行使は、前項に基づく乙の責任の免責を意味するものではない。

（有効期間）
第１０条　本誓約の有効期間は、本誓約提出日から３年間とする。
２　第２条から第４条は、本誓約終了後も５年間存続するものとする。
３　第６条、第８条第５項、第９条から第１３条は、本誓約終了後も引き続き存続するものとする。

（協議事項）
第１１条　本誓約に定めのない事項又は本誓約の解釈に疑義が生じた事項については、当事者間において協議して解決するものとする。

（準拠法）
第１２条　本誓約は日本法（但し、法の適用に関する通則法を除く。）に準拠するものとする。

（合意管轄）
第１３条　本誓約に関し当事者間に紛争が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（以下余白）
